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広島地裁19.9.19 開示命令（方法の指定あり）316条の15

   主  文

検察官は，弁護人に対し，広島地方検察庁で保管中の日記帳1冊（平成19年広地領第1190号符号3―1。ただし，検察官が平成19年7月25日

付けで証拠調べの請求をした部分を除く。）を開示（ただし，その方法は閲覧に限る。）しなければならない。

   理  由

第1 請求の趣旨及び理由

本件請求の趣旨及び理由は，主任弁護人Ａ及び弁護人Ｂ作成の「類型証拠開示命令申立書」に記載のとおりであるが，要するに，主任弁

護人らが刑事訴訟法316条の15に基づき検察官に対して開示の請求をした広島地方検察庁に保管中の日記帳1冊（平成19年広地領第1190号符

号3―1。以下「本件日記帳」という。）について，検察官が，その開示に当たり，「本件公訴事実に直接関係しない部分を人（被告人を含

む。）に漏らし，又は，裁判で用いないことを手続上明らかにすること」及び「謄写を認めない」との各条件を付したのは，被告人の防御

権の行使を制約するものであって不当であるから，裁判所に対して相当な裁定を求めるというものである。

第2 裁判所の判断

1 まず，前提事実として，以下の事実が認められる。

  (1) 本件恐喝未遂被告事件の公訴事実（以下「本件公訴事実」という。）の概要は，

暴力団の組長である被告人が，Ｃの自宅において，Ｃに対して，保証債務の負担を要求し，もしこの要求にＣが応じなければ，Ｃの実娘の

生命，身体に危害を加えかねない文言を発してＣを脅迫したが，Ｃが警察に届け出たため，その目的を遂げなかったというものである。

  (2) 本件恐喝未遂被告事件は，平成19年2月21日に起訴された。同年4月16日に開かれた第1回公判期日において，被告人は，Ｃに対し

て脅迫文言を発したことはないと述べ，主任弁護人も被告人の供述に則って無罪を主張した。その後，本件恐喝未遂被告事件は，同年5月8

日に，期日間整理手続に付され，現在も，同手続は進行中である。

  (3) 検察官は，期日間整理手続において，本件公訴事実の立証のため，Ｃ，目撃者であるＣの内妻等の証人尋問の請求，本件日記帳の

一部等の証拠調べの請求をした。

なお，本件日記帳については，検察官は，当初（同年7月6日），1冊すべてを，「日記帳の存在，その内容等」を立証趣旨として証拠調べ

の請求をしたが，2週間以上たっても弁護人に対してその一部分しか開示をしていなかったため，期日間整理手続期日（同月23日）において，

裁判所が，検察官に対して，刑事訴訟法316条の14に基づいて速やかに弁護人に開示するよう勧告したところ，検察官は，その2日後である

同月25日に，当初の請求を撤回し，改めて，一部に絞って（立証趣旨は同じ。）証拠調べの請求をしたという経緯がある。

本件日記帳のうち改めて証拠調べの請求がされた部分については，検察官は，同月中に，2回に分けて，弁護人に対して開示する旨の回答

をしている。弁護人は，1回目（同月6日検察官回答）に開示された部分については閲覧及び謄写を済ませているが，2回目（同月20日検察官

回答）に開示された部分については閲覧も謄写もしていない。

  (4) 主任弁護人らは，その後の同年8月21日，検察官に対して，本件日記帳1冊について，刑事訴訟法316条の15第1項1号に該当し，か

つ，証人Ｃが捜査段階で本件日記帳の記載内容を基に事実関係を説明するなどしていることからすれば，その証言内容の証明力を判断する

ために重要かつ不可欠であるとの理由により，類型証拠開示の請求をした。

これを受けて，検察官は，同月29日，「開示請求のあった日記帳のうち，本件公訴事実に直接関係しない部分を人（被告人を含む。）に

漏らし，又は，裁判で用いないことを手続上明らかにすることを条件とした上，本件日記帳1冊について，既に開示している部分以外の部分

を開示する。ただし，閲覧のみで，謄写を認めない。」と回答した（以下「8月29日付け回答」という。）。

主任弁護人らは，これを不服として，本件裁定の請求に及んだ。

2 そこで，以上の事実関係を基に検討する。

  (1) まず，本件裁定の対象についてみると，主任弁護人らの請求は，文言上，本件日記帳の「すべて」の開示を求めているが，本件日

記帳のうち検察官が平成19年7月25日付けで証拠調べの請求をした部分については，前記のとおり，検察官は，2回に分けて，弁護人に対し

て開示する旨の回答をしているので（1回目に開示された部分については，弁護人は，既に閲覧及び謄写を済ませており，2回目に開示され

た部分については，弁護人は，閲覧も謄写もしていないが，検察官がした開示する旨の回答は，刑事訴訟法316条の25に基づく開示の時期・

方法の指定等の裁判所への裁定請求を経ずになされているものであり，当然，弁護人は，この部分について，現在いつでも無条件に，閲覧

及び謄写ができる状態にある。），本件裁定の対象は，検察官が平成19年7月25日付けで証拠調べの請求をした部分を除く部分ということと

なる。

  (2) その上で，次に，本件が，刑事訴訟法316条の26第1項の要件である「検察官が316条の15第1項の規定による開示をすべき証拠を開

示していない」場合といえるか否かについてみる。

この点，検察官が，8月29日付け回答の際に，開示の条件として付した事項についてみると，「閲覧のみで，謄写を認めない」との点はさ

ておくとして，まず，ア「本件公訴事実に直接関係しない部分」との点は，その範囲が不明確である（なお，8月29日付け回答後に実施され

た期日間整理手続期日において，裁判所は，本件公訴事実に直接関係しない部分とは，どのような部分を指すのかもう少し具体的にするよ

う検察官に釈明を求めたが，これに対して，検察官からは，適切な釈明がなされなかった。）。さらに，イ「裁判で用いないことを手続上

明らかにすること」との点は，本来，弁護人としては，証拠の開示を受けて，その内容を精査した上，立証方針との関係で，何を裁判に用

い，何を裁判に用いないかを検討するものであり（なお，本件では，本件日記帳の開示を巡って紛糾している状況や後記のとおりの本件日

記帳の記載内容等に照らせば，弁護人が，例えば，Ｃの反対尋問等において，本件日記帳の特定部分を示すなどして弾劾のために用いると

いうのであれば，あらかじめ，その部分を特定して証拠調べの請求をし，裁判所において必要性等の判断につき慎重に吟味した上で，採否

が決せられるべきである。），しかも，裁判で用いないとする部分が前記のとおり範囲の不明確な「本件公訴事実に直接関係しない部分」

というのであり，このような縛りを事前にかけるような条件は，弁護人の防御活動を不当に制限するばかりか，訴訟進行における更なる紛



糾の種ともなり得るものである。

したがって，これらア，イの条件は，いずれも不当なものと認められるから，本件は，刑事訴訟法316条の26の「検察官が316条の15第1項

の規定による開示をすべき証拠を開示していない」場合に当たると認めることができる。

  (3) 次に，刑事訴訟法316条の15の類型証拠開示の各要件についてみる。

ア 類型該当性について

本件日記帳は，刑事訴訟法316条の15第1項1号の証拠物に該当することは明らかで

ある。

イ 重要性・必要性について

前記のとおり，検察官は，Ｃの証人尋問，本件日記帳の一部等を中心に，本件公訴事実を立証する予定であること，しかも，Ｃは，捜査

段階において，本件日記帳の記載に基づいて事実関係について供述するなどしている部分があり，その供述録取書には本件日記帳の該当部

分が添付されていること（検察官及び弁護人より聴取。），また，日記帳の記載状況についても，後日思い出して記載したとか数日分まと

めて記載したとされる部分があること（検察官及び弁護人より聴取。また，後記の本件日記帳の提示命令により内容を確認。），さらに，

日記帳という性質（連続性あるいは同質性がある。）などに照らせば，本件日記帳は，そのすべてが，証人Ｃや本件日記帳の一部といった

検察官請求証拠の証明力を判断するために重要であると認められ，かつ，その内容を精査するなどして被告人の防御の準備をするために開

示をすることが必要であると認められるとともに，その重要性及び必要性は相当高度なものが認められるといえる。

ウ 弊害について

本件日記帳は，その日記帳という性格から，本来的に，その内容が第三者に明らかになれば，Ｃの名誉やプライバシーが侵害されるおそ

れが高いと考えられ，また，検察官から，本件とはおよそ関係のないプライバシーに関する事項等，第三者に見られたくない事項が約1年半

分にわたって記載されているとの意見が述べられたことなどから，本件裁定に必要と認め，刑事訴訟法316条の27第1項に基づき，検察官に

対して本件日記帳の提示を命じ，その内容を確認したところ，確かに，本件日記帳には，本件とは関係のないＣのプライバシーに関する事

実の記載，あるいは，Ｃのその時々の心情等を綴った記載などが多岐にわたって認められ，開示の方法いかんによっては，Ｃの名誉やプラ

イバシーが侵害される危険性が高いものと認められる。

  (4) 以上を前提に，開示の可否及び方法について判断すると，前記のとおり，本件日記帳には相当高度な重要性及び開示の必要性が認

められることや，Ｃ自身，弁護人に日記帳全部を閲覧させることについては，これを許容していること（検察官提出のＣからの電話聴取書

による。），前記のとおりの本件日記帳の一部の証拠調べの請求に至る経緯によれば，全体についてより早期に開示がなされてしかるべき

であったことなどの諸事情に照らせば，本件日記帳のすべてを弁護人に対して閲覧させることは，最低限，これを認めるべきである（なお，

検察官が8月29日付け回答で付した条件が不当であることは前記のとおりである。また，弁護人が閲覧の結果，本件とは関係のないＣの名誉

やプライバシーを人に漏らしてはならないのは，弁護人に課せられた開示証拠の適正管理の義務（刑事訴訟法281条の3）や目的外使用の禁

止（刑事訴訟法281条の4，281条の5）といった法の趣旨，弁護士の秘密保持の義務（弁護士法23条），弁護士倫理等からして，当然のこと

であり，この点につき，あえて条件を付するには及ばない。その他，特に必要な条件はない。）。

一方，謄写については，前記のとおり，本件日記帳には，本件とは関係のないＣのプライバシーに関する事実の記載，あるいは，Ｃのそ

の時々の心情等を綴った記載などが多岐にわたって認められることや，被告人が暴力団の組長であること，Ｃと被告人との関係などを考慮

すると，謄写を全面的に認めるとなると，本件とは関係のないＣの名誉やプライバシーに関する記載が被告人の手に渡るなどして，Ｃの名

誉やプライバシーに対する現実的な侵害や，その記載を基にしたＣに対する不当な働きかけなどといった弊害が生じる危険性がないとはい

えず，前記のような弁護人の義務等や被告人に課せられている開示証拠の目的外使用の禁止及びその違反についての罰則（刑事訴訟法281条

の4，281条の5）等を十分考慮したとしても，現時点においては，本件日記帳のすべてについて謄写を認めるのは相当でない。また，部分的

な謄写の可否についてみても，現段階において，裁判所が該当部分の取捨選択やその必要性等について判断するには資料が乏しく，これを

裁判所が判断するのは相当でない。この点については，今後，弁護人において本件日記帳の全体を閲覧し，その上で被告人の防御権の行使

に必要と認められる部分を特定し，検察官に対して，当該部分の謄写を求め，あるいは，期日間整理手続において，裁判所も含めて，その

要否等について協議する（もちろん，裁判所に対する裁定請求も可能である。）などの方法によるのが相当である。

3 以上の次第であるから，本件日記帳（検察官が平成19年7月25日付けで証拠調べの請求をした部分を除くことは前記のとおり。）につ

いては，弁護人に対して，閲覧の方法によって開示するのを相当と認め，刑事訴訟法316条の26第1項により，主文のとおり決定する。

（裁判官・髙橋康明）


